
（単位：百万円）

流動資産 流動負債

現金及び預金 短期借入金

未収運賃

未収金 コマーシャル・ペーパー

貯蔵品 未払金

その他の流動資産 未払消費税等

貸倒引当金 未払法人税等

前受運賃

前受金

賞与引当金

環境対策引当金

その他の流動負債

固定資産 固定負債

鉄軌道事業固定資産 長期借入金

建設仮勘定 退職給付引当金

投資その他の資産 環境対策引当金

投資有価証券 資産除去債務

関係会社株式 その他の固定負債

繰延税金資産

その他の投資等

貸倒引当金

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

49,324

△ 1,754

△ 1,754

522,119

951,956

172,960

165,000

49,324

49,324

3,976

429,837

523,874

250,000

459

1,958

224,549

224,549

1,565

6,531

951,956

58

△ 8

8,183

23,967

18,626

1,070

4,220

資産合計

純資産合計

負債・純資産合計

（負債の部）（資産の部）

負債合計

（純資産の部）

28,557

42,140

2,373

2,351

909,816

877,665

2,325

△ 0

貸借対照表

（2020年３月31日現在）

科　　目 金　　額

256,876

1,729

155,998

24,894

科　　目 金　　額

28,000

8,325

2,556

5,102

6,192

3,471

606

20,000１年内返済予定の長期借入金



（単位：百万円）

鉄軌道事業

営業収益

営業費

営業利益

営業外収益

受取利息

受取配当金

その他

営業外費用

支払利息

その他

経常利益

特別利益

固定資産売却益

工事負担金等受入額

鉄軌道施設受贈財産評価額

特別債等分担金

移転補償金

特別損失

工事負担金等圧縮額

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

3,695

906

990 7,940

2,320

25,467

4,003 4,003

35,756

9,775

513 10,289

損益計算書

（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

科目 金額

0

161,560

130,088

27

31,471

479

775

59 539

31,819

111 886



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１　資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等による時価法によっております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定しております）

時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 移動平均法による原価法によっております。

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定しております。）

２　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

定率法によっております。

ただし、鉄軌道事業取替資産については取替法によっております。また、構築物、1998年４

月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附

属設備については、定額法によっております。

（２）無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

３　引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

従業員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。



（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（７年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し

ております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）によ

る定額法により費用処理しております。

（４）環境対策引当金

保管するポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）の処理費用の支出に備えるため、その見積額を計上

しております。

４　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結

計算書類における会計処理の方法と異なっております。

（２）鉄軌道事業における工事負担金等の会計処理

鉄軌道事業における建設工事等を行うにあたり、地方公共団体等より工事費の一部として工

事負担金等を受け入れております。これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等

相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額して計上しております。

損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取

得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上しております。

なお、当会計年度の特別損失に計上した工事負担金等圧縮額のうち、工事負担金等（補助金、

鉄軌道事業施設受贈財産評価額を含む）による圧縮額は4,003百万円であり、収用等によるもの

はありません。

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。



（貸借対照表に関する注記）

１　有形固定資産の減価償却累計額 百万円

２　事業用固定資産の内訳

有形固定資産 百万円

土地 百万円

建物 百万円

構築物 百万円

車両 百万円

機械装置 百万円

その他 百万円

無形固定資産 百万円

３　偶発債務

併存的債務引受による連帯債務 百万円

４　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 百万円

短期金銭債務 百万円

５　固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等圧縮累計額 百万円

なお、地方公共団体等による工事負担金等（補助金、鉄軌道事業施設受贈財産評価額を含む）

による圧縮記帳累計額は4,501百万円であり、収用等によるものはありません。

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因は退職給付引当金であり、繰延税金負債の発生の主な原因は

資産除去債務であります。

28,632

1,135,659

58,026

105,483

622,024

42,016

861,130

16,535

856

944

4,501

4,946

18



（関連当事者との取引に関する注記）

１　法人主要株主等 （単位：百万円）

（注）１　取引金額には消費税等を含めておりません。

　　　２　取引条件及び取引条件の決定方針等

    特別債等分担金の受入については、大阪市と締結した協定書に基づき、特別債等の

  繰上償還時点で未交付の金額を分担金として受け入れているものであります。

２　役員及び個人主要株主等 （単位：百万円）

（注）１　取引金額及び期末残高には消費税等相当額を含めております。

　　　２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　 交通系ＩＣカードによる運賃精算の受入については、(株)スルッとＫＡＮＳＡＩに

 おいて、交通系ＩＣカード利用に伴う乗車料金等の精算業務を一元的に行っているも

 のであり、当社利用実績にもとづく乗車料金を受け入れているものであります。

　　　３　(株)スルッとＫＡＮＳＡＩとの取引は、いわゆる第三者のための取引であります。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 55,683円15銭

１株当たり当期純利益 2,716円03銭

役員及
びその
近親者

当社常務取締役、
(株)スルッと
ＫＡＮＳＡＩ
代表取締役

交通系ＩＣ
カードによ
る運賃精算
の受入

関連当事者
との関係

取引の内容

特別債等
分担金
受入等

特別債等
分担金の
受入額

2,320 －

取引金額 科目

未収運賃 3,93155,918

期末残高

－

期末残高取引の内容 取引金額 科目
関連当事者
との関係

種類
会社等の
名称

議決権等の

―

所有(被所有)

割合

中村 和浩

主要
株主

所有(被所有)

割合

(被所有)
直接
100％

大阪市

種類
会社等の
名称

議決権等の



（重要な後発事象に関する注記）

　　当社は、2020年４月１日より退職一時金制度の一部について、確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号　2016年12月16

日）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２

号　2007年２月７日）を適用します。

なお、本移行に伴い、翌事業年度に特別利益を計上する予定ですが、金額については現在

算定中であります。


